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鬼北町特定事業主行動計画 
 

 

Ⅰ 総 論 

１ 目的 

   急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化等に伴う社会情勢の変化に対応してい

くためには、次代の社会を担うこととなる子どもたちが健やかに生まれ、育成されてい

く環境の整備を図ることが必要であり、男女共同参画社会の基本理念にそって男女がそ

の個性と能力を発揮し、男女に関係なく社会において活躍することが重要とされている。 

   そのような中、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定された。この

法律では、国、地方公共団体、事業主などを「特定事業主」と定め、その責務を明らか

にし、地方公共団体等も職員を雇用する立場から「特定事業主行動計画」を策定するも

のとされた。 

   これを受け、鬼北町においても、平成１８年に国が示した「行動計画策定指針」に掲

げられた基本的視点を踏まえ、平成１８年度に「鬼北町事業主行動計画」を策定し、平

成１８年度から平成２１年度までを「前期計画」、平成２２年度から平成２６年度までを

「後期計画」とし、事業主として職員が仕事と子育ての両立を図りながら子ども達を健

やかに育成できるように推進してきたところである。 

時限立法であった「次世代育成支援対策推進法」が平成２７年４月より１０年間延長

されたこと、平成２７年９月に女性の職業生活における活躍推進を目的とした「女性活

躍推進法」が制定されたことを踏まえて、新たな「特定事業主行動計画」（第２期前期計

画）を策定し、この計画では職員一人が仕事と家庭の両立を図ることができるような環

境を整え、各職場において生き生きと働き続けることができるよう、女性職員が輝き活

躍できるよう取り組みを進めるものとした。 また、女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律等の一部を改正する法律が令和元年６月５日に公布され、これに併せ女性

の職業生活における活躍の推進に関する基本方針の変更があり、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令及び女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令、事

業主行動計画策定指針の一部を改正する件及び事業主行動計画策定指針の一部を改正す

る件については、令和元年 12 月 27 日に公布され、原則として令和２年４月１日から施

行されることとされました。  

  鬼北町では、こうした現状を踏まえ、引き続き職員が子どもたちを健やかに育成でき

る環境づくりに努め、また女性職員が輝き活躍できるよう組織全体で推進するため前期

計画の内容を踏襲し、後期計画として策定する。 
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２ 計画期間 

   次世代育成支援対策推進法に関する計画は、平成２７年度から令和６年度までの１０

年間のうち５年間を一期の区切りとし、平成３１年度までを前期計画期間としている。 

   また、女性活躍推進法に関する計画は、平成２８年度から令和７年度までの時限立法

であり、事業主の実情に応じて２年間から５年間に区切るとともに、定期的に行動計画

の進捗を検証しながら状況に応じて見直しを行う。 

   今回の行動計画の期間は、令和２年度から令和６年度までとする。 

 

３ 計画の数値目標・推進体制 

   計画の進捗状況を確認するため、目標設定が可能な項目については、令和６年度を目

標達成年次とする数値目標を設定する。また、本計画が実効あるものにするため、本人

及び各職場における取組内容を示すこととし、取組の実施状況等については、庁議にお

いて協議・検討を行うこととする。 

  （１） 次世代育成支援対策を推進するため、職員に対する研修・講習、情報提供等を

実施する。 

  （２） 女性の活躍は、女性職員の採用・登用の拡大など着実に進んでおり、この動き

が更に加速していくよう、女性職員の採用・登用の状況を把握し、男女が共に育

児・介護等と両立して活躍しやすい環境づくりを目指す。 

（３） 仕事と子育ての両立等についての相談や情報提供等の窓口を設置し、相談を受 

けられる体制の整備を図る。 

  （４） 啓発資料の作成及び配布、研修の実施等により、行動計画の内容の周知を図る。 

  （５） 本計画の実施状況については、職員のニーズを踏まえながら、必要に応じてそ

の後の対策の実施や計画の見直しを図る。 

 

４ 計画の公表 

   次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」の取

組み実施状況は、毎年ホームページで公表する。 

   事務及び事業における女性の活躍に関する情報を公表することで、就職活動中の学生

等の求職者への効果向上を推進する。 
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次世代育成支援対策推進法に基づく取り組み 

 

Ⅱ 具体的な取組内容及び数値目標 

１ 職員の勤務環境に関するもの 

     職業生活と家庭生活の両立を支援するため、「家庭よりも仕事優先」「育児は女性がする」

といった考え方の意識変革、父親の積極的な育児参加の推奨、育児休業や出産補助休暇等

を取得しやすい職場の環境づくり、働き方の見直しや女性の活躍推進に向けた目標達成の

実現に向けて、次のとおり取り組みを進める。 

     

 出産や育児に関する制度の周知及び子育てしやすい環境整備 

■ 本人に対する情報提供及び全職員に対する意識啓発 

     本 人 

      出産を迎えることがわかったら、所属長に早めに報告し、家族内で休暇取得予定など

を相談した場合は、できる限り早く所属長及び人事担当課に申し出る。 

     所属長 

      本人から相談があった場合は、出産・育児に関する制度の概要を説明するとともに、

積極的に諸制度を活用するよう呼びかける。 

次に、人事担当課と調整して、出産までの勤務における配慮の必要性や休暇・休業

中の業務運営体制の検討・相談を行います。育児休業の取得にあたっては、職員が安

心して子育てに専念できるよう、担当業務の見直しや代替要員の確保を検討する。 

また、育児休業後の職場復帰を迎える職員は、復帰後は仕事と子育ての両立に不安

を感じる場合が多いため、職場全体での協力体制を整える。 

     人事担当課 

      育児休業、休暇、時間外勤務の制限など各種制度をわかりやすくまとめたハンドブッ

クを作成し庁内ＬＡＮを利用して、育児や休暇取得の促進に関する情報等を掲載する。 

      また、育児休業中の職員は、職場との断絶感や復帰への不安を和らげるため、庁内職

員向け資料など、所属長と連携して業務に関する情報提供等を行うよう心掛ける。 

     全職員 

      職員は、出産・育児を親となる職員本人だけの問題とせず、業務を行うにあたっての

協力や配慮の必要性を常日頃から認識しておくものとし、職場全体でサポートする。 

       

■ 具体的な取り組み 

  （１） 妊娠中及び出産後における配慮 

    ① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等（深夜勤務、

時間外勤務の制限、業務軽減、保育時間等）の制度について周知徹底を図る。 

    ② 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図る。       
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    ③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮するため、業務分担を検証し、職場全体でサ

ポートを行う。 

       ④ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、時間外勤務を原則として命じな

いこととする。 

  （２） 子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進 

    ① 男性職員を対象とした子どもの出生時における父親の特別休暇を周知するとと

もに、年次有給休暇と合わせた積極的な休暇の取得促進を推進する。 

    ② 職場全体で、出生時の連続休暇を取得しやすい雰囲気づくりに努める。 

  （３） 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

    ① 育児休業及び部分休業制度等の周知 

     ア 育児休業等に関する資料を各職場に通知・配布し、制度の周知を図るととも

に、特に男性職員の育児休業等の取得促進について周知徹底を図る。 

          イ 育児休業の取得手続や経済的な支援等について情報提供を行う。 

     ウ 妊娠を申し出た職員に対し、育児休業等の制度・手続きについて説明を行う。 

       エ 研修等において、育児休業制度等の制度説明を行う。 

    ② 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

     ア 育児休業の取得の申出があった場合、事例ごとに当該部署において業務分担

の見直しを行う。 

          イ 庁議等の場において、総務財政課から育児休業等の制度の趣旨を徹底させ、

職場の意識改革を行う。 

       ③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

     ア 育児休業中の職員に対して、休業期間中の広報誌や通達等の送付等を行う。 

          イ 復職時において業務間隔が取り戻せるような研修等を実施する。 

    ④ 育児休業に伴う任期付採用及び臨時的任用制度の活用 

     ア 部内の人員配置等によって、育児休業中の職員の業務を遂行することが困難

なときは、会計年度任用職員等による適切な代替要員の確保を図る。 
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 （４） 時間外勤務の縮減 

【数値目標】 

（第２期前期計画期間中における実績） 

目標：育児休業等の取得率を「男性職員５％、女性職員１００％とする。」 

   男性の配偶者出産補助休暇の取得率を「５０％とする。」 

   男性の育児参加休暇の取得率を「３０％とする。」 

    

○育児休業等の取得率実績 

平成 29 年度：男性職員０％、女性職員１００％ 

平成 30 年度：男性職員０％、女性職員１００％ 

令和 元年度：男性職員０％、女性職員１００％  

 

○男性の配偶者出産補助休暇の取得率 

平成 28 年度：33.3％、平成 29 年度：100％、平成 30 年度：75.0％ 

○男性の育児参加休暇の取得率 

平成 28 年度：0.0％、平成 29 年度：0.0％、平成 30 年度：50.0％ 

 

 （第２期後期計画期間中における休暇の取得目標） 

  目標：育児休業の取得率を「男性５％、女性１００％とする。」 

     男性の配偶者出産補助休暇の取得率を「７０％とする。」 

     男性の育児参加休暇の取得率を「３０％とする。」 

 

 ＜育児休業＞ 

 子どもが３歳に達する日（３歳の誕生日の前日）まで、配偶者の就業の有無や

育児休業の所得の有無に関わらず取得することができる。休業期間中は、給与は

支給されないが、共済掛金は免除となり、共済組合から子どもが１歳に達する日

まで、育児休業手当金が支給される。 

 

＜配偶者出産補助休暇＞ 

妻の出産に伴い、入院等の日から、出産日２週間を経過する日までの間に、入

退院等の付添のため、２日の範囲内（１日、１時間単位）で取得できる。 

 

＜育児参加休暇＞ 

 妻の産前８週間から産後８週間の間に、出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子を養育するため、５日の範囲内（１日、１時間単位）で取得でき

る。 
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    ① 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の

制限の制度の周知 

     ア 小学校就学期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務を

制限する制度について周知徹底を図る。 

       ② 「ノー残業デー」の実施 

     ア 定時退庁日を毎週水・金曜日とし、庁内放送及び電子メール等による注意喚

起を図り、定時退庁を促す。 

      イ 人事管理の面から、人事担当課長の指導による定時退庁の実施・推進を図る。 

     ウ 会議の時間設定などに配慮し、午後４時３０分までに会議時間を設定するな

ど、定時に退庁できる業務のしくみを構築する。 

    ③ 事務の簡素合理化の推進 

     ア 各職員に効率的な事務遂行を意識付ける。 

      イ 新たに行事等を実施する場合には、目的、効果、必要性等について十分検討

の上実施し、併せて、既存の行事等との関係を整理し、代替的に廃止できるも

のは廃止する。 

     ウ 所属長は、人事評価制度の組織目標を作成し、効率的な事務遂行を図る。 

     エ 会議や打合せ等の合理化を図るため、電子メール・掲示板等の活用により報

告・連絡等の徹底を図る。 

     オ 文書保管のあり方に注視し、不要な資料のコピーは行わず事務の効率化を図

る。 

    ④ 時間外勤務の事前命令制の徹底 

     ア 時間外に勤務しなければならない場合は、所属長への事前命令制の徹底を図

るとともに、事務事業の見直しを積極的に進める。 

     イ 所属長は、時間外勤務時間の上限時間を常に意識し時間外勤務が続く職員に

配慮する。特に、実態を把握する観点から「１箇月に４５時間」や「１年に３

６０時間」等を超えた職員数の把握に留意する。 

    ⑤ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

     ア 人事担当課は、職場毎の時間外勤務の状況及び時間外勤務の特に多い職員の

状況を把握し、必要に応じて庁議等で報告し、管理職の時間外勤務に関する認

識の徹底を図る。また、時間外勤務の多い職場については、管理職員からのヒ

アリングを行うなど注意喚起を行う。 

     イ 超過勤務時間が１箇月１００時間以上の職員又は２～６箇月平均で８０時間

を超える職員に対しては、本人からの申し出がなくても、医師による面接指導

を行う。 

    ⑥ 衛生委員会での検討 

     ア 衛生委員会で、時間外勤務の多い職場の把握を行い、長時間勤務が健康に及

ぼす影響等を伝えるなど、注意喚起と指導徹底を図る。 

     イ ストレスチェックを行い、職員の健康状態の把握に努める。 
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    ⑦ その他 

     ア 健康診断の実施等、職員の健康面における配慮を充実させる。 

     イ 職員にメンタル相談日等の周知を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 休暇の取得の促進 

    ① 年次有給休暇の取得の促進 

     ア 職員が年間の年次有給取得目標日数を設定し、その確実な実行を図る。 

     イ 所属長は、定期的に休暇の取得促進を促し、職場の意識改革に努める。       

ウ 所属長は、部下の年次休暇の取得状況を把握し、計画的な年次休暇の取得 

を促す。       

     エ 人事担当課による年次休暇の取得状況の確認を行い、取得率が低い職場の所

属長に注意喚起を行う。       

     オ 安心して職員が年次休暇の取得ができるようの、職場において事務の効率化

を図るとともに、事務処理において相互応援ができる体制を整備し、年５日以

上の年次休暇の取得促進を図る。       

    ② 連続休暇等の取得の促進 

ア 月・金と休日を組み合わせて年次休暇を取得する「ハッピーマンデー」、「ハ 

ッピーフライデー」の促進を図る。       

     イ 子どもの予防接種実施日や授業参観における年次休暇の取得促進を図る。       

【数値目標】 

（第２期前期計画期間中における時間外勤務時間数の実績） 

目標：時間外勤務３６０時間を超えないための事務事業の見直しを図り、超え

る職員の割合を１０％以下に抑える。 

実績：１年間の時間外勤務時間数が３６０時間を超えた職員が多数おり、年間

３６０時間を超えない目標は達成できていない。 

 

（第２期後期計画期間中における時間外勤務時間数の目標） 

目標：時間外勤務３６０時間を超えないための事務事業の見直しを図り、

超える職員の割合を１０％以下に抑える。 

 

職員一人当たりの一月当たりの超過勤務時間  ９時間以下 

実績：平成３０年度 １０時間 

 

 ＜育児を行う職員の深夜勤務と時間外勤務の制限＞ 

   小学校就学前の子どもの育児をする職員は、仕事と家庭の負担がとりわけ多

いことから、請求に基づき深夜勤務や時間外勤務の制限を受けることができる。 
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     ウ 国民の祝日や夏季休暇等とあわせた年次休暇の取得促進を図る。       

エ 勤続１０周年・２０周年・３０周年の節目に、リフレッシュ休暇の取得促進

を図る。      

オ 職員やその家族の誕生日、結婚記念日等の家族の記念日における年次休暇の

取得促進を図る。       

     カ ゴールデン・ウイークや年末年始期間における公式会議の自粛を行う。  

      

    ③ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

     ア 子どもの看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職

員に対して、１００％取得できる雰囲気の醸成を図る。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （６） 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 

   ① 職場優先意識の改革 

    ア 職員の仕事の子育ての両立を支援するためには、障がいとなっている「育児

より仕事が優先」といった環境や、固定的な性別役割意識による慣行等を解消

し、男女共同参画意識の高揚を図る。 

【数値目標】 

（第２期前期計画期間中における年次有給休暇の取得日数の目標） 

目標：職員１人当たりの年次有給休暇の取得日数の目標を１２日間（年間２０

日年次休暇の６０％）とする。 

実績：平成２２年から平成２６年までの５年間における平均年休取得率 

   ９．５４日（２４．０８％） 

 

（第２期後期計画期間中における年次有給休暇の取得日数の目標） 

目標：取得目標日数：１２日間（年次休暇年間４０日での取得率３０％） 

   年次有給休暇の取得日数５日未満の職員割合：２０％以下 

 

実績：平成３１年（令和元年）  

１人当り平均年休取得日数 ９日６時間３５分 取得率 ２４．９％ 

 

年次有給休暇の取得日数５日未満の職員割合  ２５．９％ 

 

平成３０年１人当り平均年休取得日数 ８日６時間２７分 

                 取得率  ２３．２％ 

   平成２９年１人当り平均年休取得日数 ８日６時間１８分 

                取得率   ２２．９％ 
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    ② 男女共同参画意識の推進 

職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等にとわられず、研修等を通じて

情報提供を行い、意識啓発を図る。       

    ③ 相談窓口の整備等 

セクシャルハラスメント・パワーハラスメントの防止等のための研修を行うな

ど、職場環境に関する職員の意識啓発を図り、適宜対応できる相談が可能な体制

づくりに努める。 

  

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

      特定事業主に課せられた役割は、職場で働く職員に対する雇用主としての立場のみ

の取組みのみではなく、社会全体に働きかける役割を担うものである。 

      地域社会の中で、子どもたちの豊かな人間性を育むための次世代育成支援として、

次のような取組を積極的に推進する。 

（１） 子育てバリアフリーの推進 

     ① 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等ソフト面

でのバリアフリーの取組を促進する。  

     ② 本庁舎においては、授乳室・ベビーベッドの設置、遊具を置いたキッズスペ

ースの確保し、来庁者に気軽に立ち寄れる環境を整備する。 

 （２） 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

     ① 子どもの体験活動等の支援 

      ア 子ども・子育てに関する活動等の地域貢献活動への職員の積極的な参加を

支援する。     

      イ 子どもが参加する地域の活動に敷地や施設を提供する。      

      ウ 子どもが参加する学習会等の行事において、職員が専門分野を生かした指

導を実施する。      

     ② 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

      ア 交通事故防止について綱紀粛正を促す。      

      イ 交通安全週間等における街頭指導等の地域活動への積極的な参加を図る。      

     ③ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

      ア 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の自

主的な防犯活動や青少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的

な参加を支援する。    

 （３）子どもとふれあう機会の充実 

     ① 職場内レクレーション活動の実施に当たっては、職員の子ども等家族全員が

参加できるよう配慮する。 

 

 



11 

 

女性活躍推進法に基づく取り組み 

 

Ⅲ 具体的な取組内容及び数値目標 

１ 女性の活躍に関する状況の把握と課題の応じた取り組み 

 

（1）職員の採用に関するもの 

「一般事務職員の占める比率、受験者に占める女性の比率、採用職員に占める女性の

比率、女性管理職の比率、女性係長の比率及び男性の育児に関する休暇取得の比率」に

ついて過去３年間を調査しました。 

 

女性職員の推移（一般事務分野） 

女性職員数の推移 平 29 平 30 平 31 平均値 

女性職員比率 

（一般事務職） 

24.4％ 25.0％ 19.2％ 22.9％ 

（受験者数比率） 35.0％ 27.8％ 20.0％ 27.6％ 

（採用者数比率） 25.0％ 50.0％ 20.0％ 31.6％ 

女性管理職比率 4.3％ 11.5％ 13.3％ 9.7％ 

（課長職比率） 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

女性係長比率 24.0％ 18.2％ 21.4％ 21.2％ 

男性職員の育児関連休暇取得の推移 

仕事と家庭の両立 平 29 平 30 平 31 平均値 

（男性の育児休業

取得比率） 

0％ 0％ 0％ 0％ 

（男性の出産補助

休暇取得比率） 

33.3％ 75.0％ 0％ 36.1％ 

 

 （2）女性採用の拡大と目標 

一般事務職員における過去３年間の女性採用比率は、平均で３１％程度であり、採

用年度によって異なっている。採用試験の女性受験者の拡大に向けた広報を行う。ま

た、女性課長の不在状態が続いているが、課長補佐への女性職員の配置はあり、管理

職比率は少しずつ伸びてきている。 

採用年度における女性採用数による影響も考えられるが、女性の活躍を推進する上

では、人物本位、意欲と能力のある有為な女性の計画的な登用が必要になってくる。 

    昨今の多様化する住民ニーズに柔軟に対応するためには、政策の立案、決定におい

て女性の視点を反映させることが重要となってくる。 
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 採用した職員に占める女性職員の割合   ３０％を目指す。（一般事務職） 

 採用試験受験者の総数に占める女性の割合 ３０％を目指す。（一般事務職） 

 職員に占める女性職員の割合       ２５％を目指す。（一般事務職） 

 

 

（3）女性管理職の登用拡大及び教育訓練の充実 

     各役職段階における職員に占める女性職員割合の把握に努め、その伸び率につい

ても把握する。そのことに関連して、女性職員の意欲を維持しながら計画的な育成を

図る。そのためには、市町村アカデミー等の外部研修をはじめ、各種研修に積極的に

派遣を行い多様な人材育成を図り、女性職員がやりがいを感じられる職務経験を重ね、

従来配置しなかったポストにも積極的に女性職員を配置できるようキャリア形成の

支援を進める。 

     女性職員の意欲と能力の開発と把握に努め、幅広い職務を経験できるよう適材適

所の人事配置、性別にかかわりない職務の機会付与と適切な評価に基づく登用に努め

る。 

 

   管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 ２０％を目指す。（一般事務職） 

   係長級にある職員に占める女性職員の割合   ２５％を目指す。（一般事務職） 

 

 （4）仕事と家庭の両立における課題の解消 

       職場と家庭の両立は重要な課題であり、平成２７年度からは、超過勤務の縮減に向

けた積極的な取組みを進めているが、この行動計画期間中に「ノー残業デー」等の取

組みをより一層促進し、時間外勤務を抑制する職場の雰囲気づくりを推進する。 

     家事や育児、家族の介護等の家庭責任の多くを女性が担っている現状にある。ま

た、夫が平日の家事・育児を行わない場合の妻の継続就業率が約５割であるのに対

し、夫が平日の家事・育児を４時間以上担う場合の妻の継続就業率は７割を超える

など、配偶者である男性の家事・育児への参画度合いが、女性の継続就業に非常に

大きな影響を与えていると考えられる。 

これらの点を踏まえると、女性が職業生活と家庭生活の両立を図る上で、男性の

家庭生活への参画の促進は不可欠であり、男性職員の家庭生活（家事及び育児等）

への参加を促進する。 

       

     離職率の男女の差異及び平均継続勤務年数の男女の差異の把握 


